
建物の賃貸借契約の終了に伴う建物明渡後

の敷金の返還をめぐり、①賃借人が原状回復

義務を負う場合であっても、補修によって、

特別損耗のみならず通常損耗をも回復するこ

とになるのであれば、賃借人が負担する費用

から、通常損耗による減価部分を除外するこ

とが相当である、②敷金返還義務の履行期の

起算日は、清算完了時でなく、建物明渡時で

あるとされた事例。（大阪高裁平成21年６月

12日判決　控訴棄却［上告・上告受理申立て］

判例時報2055号72頁）

１　事案の概要

平成12年２月、賃借人Ｘは賃貸人Ｙと以下

の内容で建物賃貸借契約を締結した。

①　家賃　月額11万７千円

②　共益費　月額８千円

③　契約期間　平成12年２月１日から平成

13年３月31日まで（更新特約有り）

④　敷金　35万１千円（家賃の３か月相当

分）

Ｘは、平成19年６月頃、Ｙに対し、本件賃

貸借契約の解約を通知し、同年７月３日、Ｙ

に対し、本件建物を明け渡した。同月31日、

ＹはＸに対し、本件住宅の住宅復旧費（28万

3368円）を記載した「住宅復旧額明細書」と

題する書面を交付し、同年８月10日、Ｘに対

し、本件敷金から日割家賃（７月１日から３

日までの分　5992円）及び上記復旧費を控除

した残額（６万1640円）を返還した。

RETIO. 2010.  7 NO.78

116

最近の判例から　 眞 

退去時の賃借人の補修費負担について、
通常損耗による減価部分は除外されるとした事例

（大阪高判　平21・６・12 判時2055－72） 小野 勉

Ｘはこの返金額に納得せず、Ｙに対し、28

万3368円（住宅復旧費相当額）及びこれに対

する平成19年７月４日から支払済みまで年五

分の割合による金員を支払えとする訴訟を提

起した。原審判決は、Ｘが負担すべき原状回

復費用を３万70円と認定し、長期間の喫煙に

よる変色については、Ｘの善管注意義務違反

が認められる余地があるものの、これによっ

てＹに生じる損害は原状回復費用と同額であ

るとした。また、「賃借人は、通常損耗につ

いて原状回復を負うとの特約がない限り、特

別損耗についてのみ原状回復を負うと解する

のが相当である」とした上で、特別損耗を除

去するための補修を行った結果、通常損耗に

対する補修をも含むこととなる場合には、

「賃借人は、当該補修によって回復した通常

損耗による減価分を通常損耗に対する補修金

額として賃貸人に請求することができ」ると

し、賃借人Ｘの負担すべき本件住宅の補修金

額は、通常損耗による減価部分を除外した金

額となるから、賃貸人ＹがＸに返還すべき敷

金の総額は31万4923円となり、このうち既払

い分（６万1640円）があるから、ＹがＸに対

し返還すべき敷金残額は25万3298円であると

判示し、Ｘの金銭面の訴えをほぼ認めた。賃

貸人Ｙはこれを不服として控訴した。

２　判決の要旨

裁判所は以下のように判示し、控訴人であ

る賃貸人Ｙの請求を棄却した。



盧 最高裁平成17年12月16日判決を引用し

て、クロス等の経年劣化が比較的早く進む内

部部材は、特別損耗の修復のためその貼替え

を行うと、通常損耗部分の修復費について賃

貸人が利得することになり、相当ではないか

ら、経年劣化を考慮して、賃借人が負担すべ

き原状回復費の範囲を制限するのが妥当であ

る。

盪 Ｙは、Ｘに対して、原状回復義務の履行

に代わる填補賠償請求権として、相当補修費

用を請求できる旨主張している。しかしなが

ら、賃貸借契約終了時に賃借人が補修しなけ

ればならないのは、当該賃借物件の賃貸借契

約締結時の状態から通常損耗部分を差し引い

た状態までであり、上記状態までの補修にと

どめることが施工技術上、現実的には困難な

いし不可能であるため、通常損耗部分も含め

た原状回復（クロスでいえば、全面貼替え）

まで行う場合には、賃借人は有益費償還請求

権（民法602条）を根拠に、賃貸人に対し通

常損耗に相当する補修金額を請求できると解

される。もし賃貸借契約終了時に、賃借人自

ら補修工事を実施しないときは、賃借人とし

ては、当該賃借物件の賃貸借契約締結時の状

態から通常損耗部分を差し引いた状態まで補

修すべき費用相当額を賃貸人に賠償すれば足

りるものと解するのが相当である。

蘯 Ｙは経年劣化考慮説（特別損耗を除去す

るための補修の結果として通常損耗も回復さ

れる場合、当該補修によって回復した通常損

耗による減価分は、賃貸人の負担となるべき

であり、賃借人の負担は補修金額全体から減

価分を控除した残額のみに止めるべきである

という見解）によると、減価割合について依

拠すべき基準がなく、場当たり的な判断にな

るという問題を主張したが、減価割合がどう

かは、個別事案における立証の問題であるこ

と等からして、Ｙの主張は採用できない。

盻 Ｙは、善管注意義務違反の債務不履行責

任や不法行為責任がある場合にも、経年劣化

考慮説によると、社会通念上不当な結果にな

る旨主張しているが、賃借人に善管注意義務

違反や不法行為責任という債務不履行責任が

ある場合でも、通常損耗の範囲では損害の発

生はなく、善管注意義務違反と相当因果関係

が認められる損害は、特別損耗の範囲に限ら

れるものというものというべきであって、原

状回復義務の範囲と異なることはなく、この

点に関するＹの主張も採用できない。

眈 建物の賃貸借契約の終了に伴う当該建物

の明渡後の敷金返還義務の履行期は、清算完

了時ではなく、明渡時であるとした上、清算

完了時とした原審判決に対する賃借人からの

控訴がないので、不利益変更禁止の原則（民

事訴訟法304条）により、原審判決の結論を

維持するほかない。

３　まとめ

本判決は、「原状回復をめぐるトラブルと

ガイドライン」を引用し、通常損耗について

は、賃借人が原状回復義務を負う旨の特約が

有効である場合を除き、その補修に必要な費

用は賃貸人の負担であること等の認定判断を

踏襲しているものである。

敷金の返還時期について、原審と本件判決

とで判断が対立したが、実態上、原状回復費

用の確定は、建物明渡後にならざるを得ない

ので、実務では敷金の返還時期を建物の明渡

後一定期間（１か月など）経過後とする約定

をしている例が多い。したがって、貸主から

すると、借主の建物明渡後直ちに敷金等の返

還債務が発生するとの判断が一律になされる

と、上記約定の効力が改めて問題にされる余

地もあり、今後の議論が必要と思われる。

（調査研究部調査役）
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